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アンビシャスクラブサポーター会員北海道経済産業局殿からのご案内です。
  

「企業価値報告書及び企業価値指針に関する説明会」  

を開催いたします｡ 

同局作成のご案内をご覧下さい。 

お申込みは同局宛にお願いします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

「企業価値報告書及び企業価値指針に関する説明会」の開催について  

 

                                                          平成１７年６月９日 
                                                          北海道経済産業局 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

日 時  平成１７年６月２１日（火）１３：００～１５：００ 

   場 所  北海道経済産業局 第１会議室 

               札幌市北区北８条西２丁目 札幌第１合同庁舎（６Ｆ北側） 
   主 催  経済産業省、北海道経済産業局 

   内 容  企業価値報告書及び企業価値指針のポイント 

※ 資料は当日配付しますが、以下ホームページに関連資料を掲載しております。 
               http://www.meti.go.jp/press/20050527005/20050527005.html  
 説明者  経済産業省経済産業政策局産業組織課 課 長 補 佐  篠原倫太郎 

                                                調整一係長  日置 純子 
   定 員   ５０名（申込み先着順） 

   参加費  無 料  

   申込み  参加ご希望の方は、６月１７日（金）までに、会社（団体）名、所属・役職、氏名を、 

          ＦＡＸ（別添申込書）またはメールでご連絡下さい。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

経済産業省では、企業価値の向上につながる公正な敵対的買収防衛策に関するルールの形成

を目的として、昨年９月に企業価値研究会（座長：神田秀樹東京大学教授）を設置し、検討を

重ね、本年５月２７日に、「企業価値報告書～公正な企業社会のルール形成に向けた提案～」

を公表いたしました。 

 また、同日には、企業価値報告書、判例、学説を基とした、「企業価値・株主共同の利益の

確保又は向上のための買収防衛策に関する指針（企業価値指針）」を、経済産業省及び法務省

が共同で公表いたしました。 

 指針では、企業買収に対する過剰防衛を防止するとともに、企業買収及び企業社会の公正な

ルール形成を促すため、適法性かつ合理性の高い買収防衛策のあり方について提示しておりま

す。 

 北海道経済産業局といたしましては、昨今、こうした合理的な買収防衛策のルールについて

ご関心をお持ちの方も多いと存じ、その内容について広く企業、関係各位の皆様にご理解いた

だくため、次のとおり説明会を開催することといたしましたので、ご案内します。 

 

北海道経済産業局 地域経済部  地域経済課 [担当：中野・渡辺・田中] 
   〒060-0808 札幌市北区北８条西２丁目 札幌第１合同庁舎 

             ＴＥＬ：０１１－７０９－２３１１(内線２５５３) 
             ＦＡＸ：０１１－７０７－５３２４   
              E -mail：hokkaido-chiikikeizai@meti.go.jp 

＜申し込み・問い合わせ先＞ 



 

 

平成１７年６月  日 

 

北海道経済産業局 地域経済部  地域経済課 行 
FAX：０１１－７０７－５３２４ 
 

 

企業価値報告書及び企業価値指針に関する説明会  

 

参 加 申 込 書 

 

 

 

会社（団体）名 

 

 

 

所 在 地 

 

 

電話番号 

 

 

FAX番号 

 

 

所 属 ・ 役 職 

 

氏   名 

  

  

  

 

※ お申込みに伴ってお知らせいただいた、お名前、ご連絡先などの情報は、本説明会 

の出席確認の目的以外には利用いたしません。 


